
















































































































































































































































ずニールセンが 1975 年にＳＩＡの開発により対応し、ビデオリサーチも 1983 年に複数テレビの
視聴率調査を開始させて、1997 年 3月にはピープルメーターの実用化により、以前のミノル・メー
























































験を経過後、1987 年に全米で 2000 世帯のサンプルで、ピープルメーターによる「機械式個人視聴
率」調査が本格的に導入された 21。これらのアメリカにおけるピープルメーター導入の動向に、日
本でも広告主サイドが反応して、その後 1997 年の本格的導入まで 10年間に及ぶ議論へと発展す
る。
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　ところが、この時点で主協サイドは「機械式個人視聴率」調査の導入はすでに決定的事項と解釈


































































をテレビメディアに波及させたが、日本でも 1994 年 11 月 1日からニールセンが、テレビ局の反





　一方で、ビデオリサーチも 1995 年 3月に関東地区 300 世帯でピープルメーターによる実験調査
－ 54 －
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を開始した。これにより、テレビ局の「送り手」サイドにも「機械式個人視聴率」導入の機運が高
まり、6月には民放連、主協、業協の 3者による、「個人視聴率調査懇談会」が発足し、翌 1996 年
6月に検証最終報告書を発表している。その内容は、ニールセンとビデオリサーチのピープルメー
ター調査の概要を集約し、サンプルの応諾率の低さ（ニールセン 34.8％、ビデオリサーチ 52.4％）




























































は、年齢区分に原因があり、現在は、Ｃ（男女 4～12歳）、Ｔ（男女 13～19 歳）、Ｍ 1（男 20～34
歳）、Ｍ2（男35～49歳）、Ｍ3（男50歳以上）、Ｆ1（女20～34歳）、Ｆ2（女35～49歳）、Ｆ3（女























シフト調査が開始され、2014 年 7月に一部の調査データが公開されている 42。その後、ビデオリ
サーチがこれらの視聴データの提供方法や公開時期を模索していたが、2016 年 10月に「タイムシ
フト視聴率」と「総合視聴率」という形で、関東地区のピープルメーター調査において、従来の












　実際に、2016 年 10 月に発表された「タイムシフト視聴率」を参照すると、TBSのドラマ『逃
げるは恥だが役に立つ』が 13.7％でトップであり（世帯視聴率は 12.5％）、第 13位までをドラマ
が独占している。一方で、「総合視聴率」もドラマが躍進しており、第 1位はテレビ朝日のドラマ
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あり、「C7」が 7日間内のCM枠の平均視聴率（個人全体視聴率）と規定された。この具体的な構
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 1  松井英光「メディアを規定する視聴率を巡るテレビの作り手研究～放送デジタル化における新評価基準
とメディアの行方まで～」（東京大学大学院修士論文、2004）
 2  松井英光「メディアを規定する視聴率を巡るテレビの作り手研究～放送デジタル化における新評価基準
とメディアの行方まで～」（東京大学大学院修士論文、2004）第 5章参照。「作り手」の 223 サンプルを
注
－ 62 －
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対象とするアンケート調査で、「視聴率獲得の一番の目的は何ですか」の設問に対して、107 サンプル
が「多くの人に見てもらいたい」を選択し、第 1位であった。一方で、「番組継続」（46 サンプル・第 2
位）、「プロ意識」（43 サンプル・第 3位）など、番組を存続させるための「生存視聴率」を守る意識や
「作り手」特有の職人気質も認識できる。
 3  藤平芳紀『視聴率の謎にせまる』（ニュートンプレス選書、1999）、白石信子・井田美恵子「浸透した現




 4  労働基準法・第 38 条の 3、第 1項参照。裁量労働制の対象は「業務の性質上その遂行の方法を大幅に
当該業務に従事する労働者の裁量にゆだねる必要があるため当該業務の遂行の手段及び時間配分の決定
等に関し具体的な指示をすることが困難なものとして命令で定める業務」と規定されている。
 5  日本テレビ放送網社史編纂室編『大衆とともに 25 年　沿革史』（日本テレビ放送網株式会社、p3、
1978）参照。




 7  林知己夫「視聴率調査の論理と倫理～機械による個人視聴率をめぐって～」『ＡＵＲＡ』106 号（フジ
テレビ編成局調査部、p11、1994）参照。
 8  藤平芳紀『視聴率の謎にせまる　デジタル放送時代を迎えて』（ニュートンプレス、p37-38、1999）参
照。
 9  藤平芳紀『視聴率‘98』（大空社、p129-130、1999）によると、1955 年の調査で、双方の調査期日が一
致していたが、調査結果に多大な差異が発生したため「どちらの視聴率が正しいのか」の見出しで、新
聞紙上で正確性を疑問視されている。
10 山形弥之助「視聴率の調査に幅を 量的調査は必要だが、十分ではない」『TBS調査情報』1961 年 8 月、
32 号「特集　≪視聴率カルテ≫」、（東京放送調査部、p7、1961）参照。
11 久保田了平「放送調査とはどういうものか Ｎ調査機関ニールセンの効用とその限界」『TBS 調査情報』
1961 年 8 月、32 号「特集　≪視聴率カルテ≫」（東京放送調査部、p53-56、1961）参照。久保田によ
ると、視聴率データの契約料金は年間約 6000 万円と当時は破格な値段であった。他社の調査料金は安
価な会社で 1回 5000 円、電通で 1回 20 万円であり、当初、契約を締結したのは、日本テレビ、読売テ
レビ、博報堂で、ビデオリサーチ設立を準備していた電通、ＴＢＳや開局直後のフジテレビとＮＥＴは
契約していない。
12 ビデオリサーチホームページ、2017 年 12 月 25 日閲覧。www.videor.co.jp/




15 ビデオリサーチホームページ参照、2017 年 12 月 25 日閲覧。www.videor.co.jp/
16 ビデオリサーチホームページ参照、2017 年 12 月 25 日閲覧。www.videor.co.jp/
17 隈元信一「転機迎えたテレビ視聴率」『ＡＥＲＡ』1990 年 6 月 19 日号（朝日新聞社、p39、1990）参照。
18 吉田正樹「テレビは共有知。文化的バックグラウンドを支える」ビデオリサーチ・編『視聴率 50 の物
語　テレビの歴史を創った 50 人が語る 50 の物語』（小学館、p177-178、2013）参照。
19 渡辺久哲「連載 ･視聴率　どの調査方法にも一長一短　―テレビの多様な特徴をどうとらえるか」『月
刊民放』1993 年 7 月号（日本民間放送連盟、p37、1993）参照。
20 デビット・ポルトラック（ＣＢＳ放送グループ筆頭副社長）「アメリカが経験した事～ＰＭ導入が米国
ＴＶ界をどう変えたか～」『ＡＵＲＡ』106 号（フジテレビ編成局調査部、p16-17、1994）参照。






22 藤平芳紀「視聴率のナゾ テレビ放送と視聴率調査のあゆみ② 1980 年代“量から質へ”」『ＧＡＬＡＣ』
2003 年 4 月号（放送批評懇談会、p44-45、2003）によると、当初より、「率でない部分は全て質と考え
て実務面から検討しよう」という考え方が主協サイドにはあり、「視聴質」問題は、「視聴者構成、視聴
態度、視聴反応、番組倫理、ＣＭ」などの多種多様な「質」の要素が混同されて複雑化している。
23 藤平芳紀「視聴率のナゾ　テレビ放送と視聴率調査のあゆみ②～ 1980 年代量から質へ～」『ＧＡＬＡＣ』
2003 年 4 月号（放送批評懇談会、p44、2003）参照。
24 音好宏「資料 個人視聴率・視聴質～この 10 年の歩み～」『ＡＵＲＡ』106 号（フジテレビ編成局調査部、
p48-49、1994）参照。
25 小池正春「検証！テレビ戦線異状あり 個人視聴率の可能性に賭けたニールセンの哀愁」『創』1995 年 2
月号（創出版、p66-68、2004）参照。
26 渡辺久哲「連載・視聴率」（『月刊民放』1993 年 7 月号から 1994 年 2 月号まで）参照。
27 上村忠「視聴率機械式個人調査の早期導入に強く反対する　放送文化全般の問題として討議尽くすべ
き」『月刊民放』1994 年 4 月号（日本民間放送連盟、p31-34、1994）参照。当時の「日記式個人視聴率」
調査では、毎月特定の 1週間についてのアンケート用紙を配布し、視聴状況を受像機ごとに「5分刻み」












33 藤平芳紀「視聴率のナゾ　日本式MRCの設置に向けて」『ＧＡＬＡＣ』2004 年 10 月号（放送批評懇
談会、p43、2004）参照。
34 個人視聴率調査懇談会「機械式個人視聴率調査検証報告書（概要）」『月刊民放』1996 年 9 月号「特集 
個人視聴率」（日本民間放送連盟、p14-15、1996）参照。
35 ビデオリサーチは 2001 年 4 月に関西地区でもピープルメーターによる機械式個人視聴率調査を導入し、
2005 年 4 月には中京地区でも開始されている。
36 藤平芳紀「視聴率のナゾ　テレビ放送と視聴率調査のあゆみ③ 1990 年代～今日に至る視聴率調査」『Ｇ
ＡＬＡＣ』2003 年 5 月号（放送批評懇談会、p45、2003）参照。










42 ビデオリサーチホームページ、プレスリリース参照、2017 年 12 月 25 日閲覧。www.videor.co.jp/
press/2014/140714.htm　この調査で第 1位となったのはTBS『日曜劇場・ルーズヴェルト・ゲーム』
で 7.7％であったが、ベスト 10 中 7 番組がドラマであった。
43 ビデオリサーチホームページ、用語集参照、2017 年 12 月 25 日閲覧。
　 http://www.videor.co.jp/about-vr/terms/sougou_rate.htm
－ 64 －
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44 橋本和彦「総合視聴率の現状と“これからの視聴率”」『GALAC』2017 年 3 月号（放送批評懇談会、
p20-22、2017）参照。
45 橋本和彦「総合視聴率の現状と“これからの視聴率”」『GALAC』2017 年 3 月号（放送批評懇談会、
p23、2017）参照。
46 渡邊久哲「テレビ局の現場は総合視聴率をどう捉え、どう活用すべきか」『GALAC』2017 年 3 月号（放
送批評懇談会、p26、2017）参照。
47 渡邊久哲「テレビ局の現場は総合視聴率をどう捉え、どう活用すべきか」『GALAC』2017 年 3 月号（放
送批評懇談会、p26-27、2017）参照。
48 橋本昇「〈TVスポット取引新指標〉広告主と 5局の画期的な直接対話―将来に向けて変化を優先―」
『企業と広告』2017 年 12 月号（チャネル、p27、2017）参照。
49 特別レポート「〈TVスポット取引新指標〉在京キー 5局で来春から正式導入―実質的な値上げなく決
着―」『企業と広告』2017 年 12 月号（チャネル、p25、2017）参照。
50 橋本昇「〈TVスポット取引新指標〉広告主と 5局の画期的な直接対話―将来に向けて変化を優先―」
『企業と広告』2017 年 12 月号（チャネル、p27、2017）参照。
51 橋本昇「〈TVスポット取引新指標〉広告主と 5局の画期的な直接対話―将来に向けて変化を優先―」
『企業と広告』2017 年 12 月号（チャネル、p29、2017）参照。
52 松井英光「メディアを規定する視聴率を巡るテレビの作り手研究～放送デジタル化における新評価基準
とメディアの行方まで～」（東京大学大学院修士論文、p172、2004）参照。
53 佐々木真司（朝日放送東京支社編成部）談、2017 年 12 月 29 日、東京・渋谷にて対面インタビューに
よる聞き取り調査。
54 手塚公一（イーストエンターテインメント、『勇者ヨシヒコと魔王の城』他担当プロデューサー）談、
2017 年 12 月 29 日、東京・渋谷にて対面インタビューによる聞き取り調査。








隈元信一「転機迎えたテレビ視聴率」『ＡＥＲＡ』1990 年 6月 19日号（朝日新聞社、1990）
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水島久光『テレビジョン・クライシス―視聴率・デジタル化・公共圏』（せりか書房、2008）
森俊幸「広告効果の詳細を素早く知りたい～日記式調査の機械化で精度とスピードのアップを～」
『ＡＵＲＡ』106号「特集 個人視聴率問題を徹底検証」（フジテレビ編成局調査部、1994）
山形弥之助「視聴率の調査に幅を 量的調査は必要だが、十分ではない」『TBS調査情報』1961 年
8月、32号「特集　≪視聴率カルテ≫」、（東京放送調査部、1961）
吉田正樹「テレビは共有知。文化的バックグラウンドを支える」ビデオリサーチ・編『視聴率 50
の物語　テレビの歴史を創った 50人が語る 50の物語』（小学館、2013）
渡辺久哲「連載 ･視聴率　どの調査方法にも一長一短　―テレビの多様な特徴をどうとらえるか」
『月刊民放』1993 年 7月号（日本民間放送連盟、1993）
渡邊久哲「テレビ局の現場は総合視聴率をどう捉え、どう活用すべきか」『GALAC』2017 年 3月
号（放送批評懇談会、2017）
